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１．貸出金１．貸出金

○貸出金残高は前年同期比１７６億円（２．２１％）増加し、８，１６８億円。

○事業者向け貸出は前年同期比１４１億円（２．８０％)増加、地公体向け貸出は
同２０億円（４．２２％）増加、個人向け貸出は同１５億円（０．６２％）増加、

　中でも住宅ローンは６１億円（２．８７％）の増加。

　

（単位：億円）

8,168

7,991

7,768

7,500

7,600

7,700

7,800

7,900

8,000

8,100

8,200

17/3期 18/3期 19/3期

項 目 19年3月期 
(Ａ) 

18年3月期 
（Ｂ） 

前年同期比

（Ａ-Ｂ） 

貸出金残高 8,168 7,991 176

事業者向け 5,174 5,032 141

地公体向け 503 483 20

個人向け 2,490 2,475 15

 うち住宅ローン 2,198 2,136 61

 

貸出金残高推移（単位：億円）
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２．預金・預り資産２．預金・預り資産

○預金残高は前年同期比１４０億円（１．２４％）増加し、１兆１，４９１億円。

○預り資産は前年同期比３０７億円（３９．０５％）増加し、１，０９５億円。

　 投資信託、公共債の増加に加え、生命保険、外貨預金も順調に増加。

項 目 
19年3月期 

(Ａ) 

18年3月期 

（Ｂ） 

前年同期比

（Ａ-Ｂ） 

預 金 残 高 11,491 11,350 140

個    人 8,461     8,479 △18

法人・地公体・金融機関 3,029 2,870 159

 

項 目 
19年3月期 

(Ａ) 
18年3月期 
（Ｂ） 

前年同期比
（Ａ-Ｂ） 

預り資産残高 1,095 787 307

公共債 442 339 102

投資信託 519 380 139

生命保険 111 64 47

外貨預金 21 3 18
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　 （単位：億円）

（単位：億円）

預金残高推移（単位：億円）
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３．収益３．収益
（１）業務純益（１）業務純益

○預金金利の上昇により預貸差利益が減少したものの、これを上回る有価証券利息

　等の増加により、資金利益が前年同期比４億２千８百万円増加。

　 このほか、一般貸倒引当金純繰入額の減少や、預り資産の増加に伴う役務取引等

　利益の増加、人件費・物件費等経費の減少により、業務純益は前年同期比

　 ２３億１千８百万円増加し、６８億３千４百万円。

○コア業務純益は前年同期比１２億２千５百万円増加し、７７億８千５百万円。

項 目 前年同期比 

資 金 利 益 428

一般貸倒引当金純繰入  △1,932

役務取引等利益 242

経     費 △600
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（単位：百万円）

項 目 19 年 3 月期 

(Ａ) 
18 年 3 月期 

（Ｂ） 
前年同期比 

（Ａ-Ｂ） 
業務純益 6,834 4,516 2,318

コア業務純益 7,785 6,560 1,225

 

　（単位：百万円）

○業務純益の主な変動要因

業務純益推移（単位：百万円）

項 目 前年同期比 

国債等債券損益 △838

 

（単位：百万円）

・増益要因

・減益要因

項 目 前年同期比

預貸差利益①(②-③) △517

 貸出金利息② 214

 預金利息 ③ 731

有価証券利息等④ 945

資金利益 ①＋④ 428

 

（単位：百万円）※資金利益の増減内訳
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（２）経費（２）経費

   項 目 19 年 3 月期

(Ａ) 
18 年 3 月期 

（Ｂ） 
前年同期比

（Ａ-Ｂ） 
経 費 13,905 14,505 △600
 うち人件費 7,893 8,116 △223
 うち物件費 5,387 5,649 △262

 

○人員計画に基づく行員数の減少により、人件費は前年同期比２億２千３百万円減少。

　経費全体では６億円減少。

○新システムへの移行に伴う一時的な費用（１８年３月期に計上）が減少し、物件費は

　前年同期比２億６千２百万円減少。

○今後もローコスト経営を目指し、経費の効率化・合理化を図る。

 18 年 3 月末

実 績 

19 年 3 月末

実 績 

20 年 3 月末

計 画 

行員数 1,037 名 1,010 名 990 名

 

（単位：百万円）

○人員計画
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（３）経常利益（３）経常利益

○臨時費用としての不良債権処理費用が１６億１千５百万円増加（注）したが、

　業務純益が前年同期比２３億１千８百万円増加したことを受け、経常利益は

　１１億５千１百万円の増加。

　 （注）一般貸倒引当金純繰入額も含めた広義の不良債権処理費用は、３億１千８百万円減少。
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経常利益推移（単位：百万円）

項 目 19 年 3 月期 

（Ａ） 

18 年 3 月期 

（Ｂ） 

前年同期比 

（Ａ-Ｂ） 

業 務 純 益 6,834 4,516 2,318

 

○主な増益要因
（単位：百万円）

項 目 19 年 3 月期 

（Ａ） 

18 年 3 月期 

（Ｂ） 

前年同期比 

（Ａ-Ｂ） 

不良債権処理額 2,873 1,258 1,615

 

○主な減益要因 （単位：百万円）

項 目 19 年 3 月期 

（Ａ） 

18 年 3 月期 

（Ｂ） 

前年同期比 

（Ａ-Ｂ） 

経 常 利 益 3,738 2,587 1,151

 

（単位：百万円）
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（４）当期純利益（４）当期純利益

○経常利益が１１億５千１百万円増加したが、法人税等が６億７千７百万円増加し、

当期純利益は前年同期比５億４千４百万円増加の２２億３千２百万円。
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（単位：百万円）

 期 19 年 3 月期 18 年 3 月期 前年同期比 

項 目  （Ａ）  （Ｂ）  （Ａ－Ｂ）

（資金利益） （ 21,037 ） （ 20,609 ） （ 428 ）

業 務 純 益  6,834 4,516 2,318

経 常 利 益  3,738 2,587 1,151

（経常収益） （ 27,002 ） （ 24,141 ） （ 2,861 ）

（経常費用） （ 23,264 ） （ 21,553 ） （ 1,711 ）

特別損益  △8 213 △221

税引前当期純利益  3,730 2,800 930

法人税、住民税及び事業税  699 22 677

法人税等調整額  798   1,089 △291

当期 純利 益  2,232 1,688 544
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４．不良債権４．不良債権

○企業再生支援および償却・債権売却等によるオフバランス化により、不良債権額は

　前年同期比２１億１千２百万円減少し、３１５億３千２百万円。

○不良債権比率は前年同期比０．３８％、１８年９月期比０．３４％改善して３．８０％。

 
項 目 19 年 3月期

18 年 3 月期比
18 年 3月期

18 年 9月期

（参 考） 

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権 9,500 100 9,400 8,822

破 綻 先 債 権 1,536 △574 2,110 2,037 
実 質 破 綻 先 債 権 7,964 674 7,290 6,784

危 険 債 権 17,385 △1,336 18,721 19,996

要 管 理 債 権 4,646 △876 5,522 4,458

 小   計 （ Ａ ） 31,532 △2,112 33,644 33,276

正 常 債 権 798,791 28,219 770,572 770,838

金
融
再
生
法
開
示
債
権 

債 権 額 合 計 （ Ｂ ） 830,324 26,108 804,216 804,115

不 良 債 権 比 率 （ Ａ / Ｂ ） 3.80％ △0.38％ 4.18％ 4.14％
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（単位：百万円）
不良債権比率推移（単位：％）
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５．自己資本比率５．自己資本比率

○新BIS基準での自己資本比率は連結・単体とも９．８４％。

　 ※旧基準では、連結９．８７％、単体９．８６％となり、ともに前年同期比０．３３％上昇。

○貸出金等の増加によりリスク・アセットが連結・単体とも増加したものの、利益計上等

　 による自己資本の増加率がこれを上回ったことによる。

○ＴｉｅｒⅠ比率は連結・単体とも８．５３％で、十分な水準を維持。

項 目 

19 年 3 月期

（新 BIS 基準）

（速報値） 18年3月期比
18 年 3 月期 

（旧基準） 

※参考 

19 年 3 月期 

（旧基準） 

連結自己資本比率 
連結ＴｉｅｒⅠ比率 

連結自己資本 
連結リスクアセット 

9.84％

8.53％

59,893 

608,540 

0.30％

△0.02％

2,493 

6,905 

9.54％

8.55％

57,400 

  601,635 

9.87％

8.55％

59,881 

606,661 

単体自己資本比率 

単体ＴｉｅｒⅠ比率 
単体自己資本 
単体リスクアセット 

9.84％

8.53％

59,739 

606,775 

0.31％

△0.01％

2,498 

6,082 

9.53％

8.54％

57,265 

600,693 

9.86％

8.54％

59,732 

605,683 

 

（単位：百万円）
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６．繰延税金資産６．繰延税金資産((単体）単体）

○繰延税金資産は、不良債権の償却・債権売却等のオフバランス化による有税貸倒引当

　 金の減少やその他有価証券の評価差額にかかる繰延税金負債の増加により、前年同

　 期比１６億８千６百万円減少し、２１億１千４百万円。

○繰延税金資産の自己資本（ＴｉｅｒⅠ）に占める割合は、前年同期比３．３２％減少し、

４．０８％。

項 目 
19 年 3 月期 

（Ａ） 

18 年 3 月期 

（Ｂ） 

前年同期比 

（Ａ-Ｂ） 

繰延税金資産    （Ａ） 2,114 3,800 △1,686 

自己資本(TierⅠ)    （Ｂ） 51,781 51,326 455 

（Ａ）/（Ｂ）×100 4.08％ 7.40％ △3.32％

 

（単位：百万円）
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７．業績予想７．業績予想

通 期（20 年 3 月期） 
項 目 

連 結 うち単体 

経 常 収 益 26,900 26,300

（業 務 純 益）  7,000

経 常 利 益 4,360 4,320

当 期 純 利 益 2,350 2,330

 

（単位：百万円）

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスク

や不確実性を内包するものであり、経営環境の変化等により計画または予想の数値と異なる可能性があります。
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（付）会社説明会のご案内（付）会社説明会のご案内

会 場 日 時 開 催 場 所 

長岡会場 

５月２８日(月) 

16:00～18:00

６月 ７日(木) 

16:00～18:00

長岡グランドホテル 2階「悠久の間」 

長岡市東坂之上町 1丁目 2番地 1 

(℡0258-33-2111)

新潟会場 

５月３０日(水) 

16:00～18:00

６月 ４日(月) 

16:00～18:00

ホテル新潟 2階「芙蓉の間」 

新潟市中央区万代 5丁目 11 番 20 号  

(℡025-245-3334)

三条・燕会場 
６月 １日(金) 

16:00～18:00

燕三条ワシントンホテル 3階「錦の間」 

燕市井土巻 3 丁目 65 番地  （℡0256-66-2000）

下越会場 
６月 ８日(金) 

16:00～18:00
ホテル華鳳 コンベンションホール「黎明

れいめい

」 

新発田市月岡温泉      （℡0254-32-1515）

 

　　　頭取が営業概況・戦略について説明します。


